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第二次世界大戦敗戦後の日本は、アメリカ合衆国を中心とする連合国によって７年間の
占領の後に独立し、その後、高度経済成長を経験し経済大国となった。
高度経済成長が開始されるまでの経済状況については、早くから中山伊知郎氏（1）を中
心とする経済企画庁によってまとめられている。また、近年アメリカの外交文書の公開が
進み、外交・政治的な研究は飛躍的に進んでいるのに反し、経済史的な研究が立ち後れて
いるようである。そこで、本稿では若干の問題点を指摘しておくことにしたい。この時期
は、経済政策がめまぐるしく反転した時期でもありそのことも考慮しながら検討していく
ことにしよう。
本稿が対象とするドッジ・ラインを考察する前に連合国総司令部（GHQ）による戦後
の経済改革についてみていくことにする。
終戦直後の経済改革は、文民政府ではなく「日本占領支配に関する連合国軍最高司令官
への降伏後における初期の基本的司令」を受けたダグラス・マッカーサー元帥を最高司令
官とするピーク時には40万を越える軍隊の占領の下で強制的におこなわれた。譲歩をおこ
なうことにより、日本に降伏を求めることができると考えた知日派の代表であり国務長官
代理であった前駐日大使グルー、あるいは1930年のロンドン軍縮会議に国務長官として活
躍し、日本の英米協調派、若槻礼次郎全権、浜口雄幸首相、幣原喜重郎外相らに一定の理
解を示していた陸軍長官スティムソンは終戦と同時に引退した。そのため、アメリカ政府
の対日政策の中心人物がグルーやスティムソンからバーンズに移行し、国務省内において
の主導権も対日ソフト・ピース派からハード・ピース派へとかわり、ディーン・アチソン
国務次官がトルーマン大統領に働きかけ日本に対して断固とした対応をとるようマッカー
サーに対して求めることになった（2）。
１．GHQ民政局主導の戦後の経済改革（3）
戦後のGHQの改革はニューディラー主導でおこなわれた。とくに、占領初期において
は、マッカーサーの腹心ホイットニー准将を局長とする民政局が主導権を握った。中でも
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中心的な役割を演じたのが次長のケーディス大佐である。こうした状況下で戦後の三大経
済改革がおこなわれた。
GHQの日本に対する認識は講座派に近いと中村隆英氏（4）に指摘されている。実際、
GHQの経済分析官であったビッソン（5）は日本の保守政治を強く批判しており、公職追放
のさらなる徹底を指摘しているほどである。
講座派は、日本資本主義は半封建的な地主制を「基底」とする特殊な資本主義であると
解釈している。つまり、ブルジョア的分解がおこなわれず貧窮分解により地主小作制が成
立していた。そのため国民の購買力も弱く国内市場は狭隘である。したがって、財閥は、
軍と協力して海外侵略をおこなったとする考えである。
こうした認識のもとでGHQは戦後の三大改革、財閥解体、農地解放、労働の民主化を
日本政府に指示するのである。これらを以下においてみていくことにしよう（6）。
①財閥解体
財閥解体の目的は日本の軍事力を心理的にも制度的にも破壊することであり、日本の産
業は、日本政府によって支持され、強化された少数の大財閥の支配下にあった。産業支配
の集中は労使間の半封建的関係の存続を促し、労賃を引き下げ、労働組合の発展を妨げ、
独立の企業者の創業を妨害し、日本における中産階級の勃興を妨げた。それゆえ、国内市
場を狭隘にし、商品輸出の重要性を高め、かくて日本を帝国主義戦争にかりたてたと1946
年のコーエン・エドワーズを団長とする日本財閥調査施設団の「財閥に関する報告書」は
このような主旨でまとめられている。
しかし、実際は三井、三菱といった当時の大財閥は海外貿易も盛んにおこなっており、
英米との協調を重視している。また、財閥のほうから戦後、英米との関係の回復を望んで
いた。1932年に三井の重役、団琢磨が暗殺されたように財閥は右翼に恨まれており、軍に
協力的であるとはいえないのである。
財閥の解体は、日本経済における特権的な支配を持っていたことは事実であり、そのた
め独占禁止や反トラストを信奉するGHQのニューディラー達に格好の標的とされ徹底的
に解体が計画されたのである。
当時、財閥本社は日本国内の株式の実に40％を保有していた。それゆえ、そのほとんど
が処分された。財閥はその家族を含めて追放された。家族にまで処分が及ぶのは近代社会
の原則に反する異例のことであった。
1947年４月に独占禁止法が成立するが、この法律は、特定企業が他の企業と競争できな
いほどの独占的支配を行なうことを禁止したものであった。これは、アメリカにおいて展
開されていた独占禁止の議論を全面的に取り入れていた。ニュー・ディーラーの理想を実
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現した法律であったと評価できる。12月には過度経済力集中排除法が成立し、翌年、325
社が分割の対象として指定された。戦後経済は、ガリバー（圧倒的優位な巨大企業）が存
在しない小人同士のデッド・ヒートのような傾向でスタートすることになった。
②農地改革
日本の社会が封建制だとすれば、それがもっとも濃厚に残っているのは農村である。
GHQも地主の支配力を徹底的になくしてしまうことを試みた。講座派の主張する日本資
本主義をいびつにしている「基底」はこの地主制にある。
しかし、農地改革は初期においては日本側の主導でおこなわれようとした。農林省は大
正末より小作農の地位をあげようと考えていたようである。農林省は戦時中、食料管理制
度をつくり米をすべて生産者から直接現金で買い上げる制度にした。また、生産者には生
産奨励金を与える制度を考案した。政府は直接地主に対しても小作料にあたる部分を１石
あたり55円で現金で納入した。事実上、小作料の現物納入が現金納入に改められたことに
なる。最初は５円であった生産奨励金は、昭和20年には245円にまでなった。米価はその
間、１石あたり、55円に据え置きのままであった。そのため小作人の地位はGHQの農地
改革前から相対的に高くなっていたのである。
農林省は、地主に５町歩を残してそれ以上の土地については耕作者に譲度を義務づける
第一次農地改革案を議会に提出したが、地主の力が強かった議会では、反対にあいなかな
か通過することができなかった。
この案の審議中にGHQよりもっと厳しい案をつくれという指示が出され第二次農地改
革案として実地されることになった。これは、不在地主の土地は全部、在地地主の土地は
１町歩を残して全部を当時者の話し合いではなく国が直接買い上げ小作人に売却するとす
る徹底した内容になっている。
これにより農地総面積に占める小作地の割合は全国平均で46％から10％前後に下がって
いる。このことは、米の土地生産力を急速に高める効果をもたらしたことで重要である。
所有権の移転がすんだ後、大規模な土地改良がおこなわれたり、新しい米作技術の導入に
より農業生産そのものが上昇し、農村に所得増加をもたらし国内市場の拡大へとつながっ
ていった。
③労働の民主化
労働組合の結成の奨励は、戦後すぐにGHQにより指示されていた。GHQの労働課長セ
オドア・コーエンによるとガイド草案（7）は、終戦前の1945年3月に提出されている。これ
は、労働組合主義、団体交渉、自主的な紛争調整機構を伴ったストライキ権、警察の労働
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紛争介入の排除などを重視したものであった。コーエンは、自分の作成した文書が日本へ
赴任してから自分への命令書となったと述べているほどである。コーエンの草案が下地に
なり労働三法（労働組合法、労働基準法、労働関係調整法）が制定された。労働委員会の
制度もこの時に制定されたのである。まさに、ニューディラー的な労働法が制定されたと
考えてさしつかえないであろう。
中村隆英氏（8）は、戦時中に各企業ごとに組織されていた「産業報国会」から経営者が
抜け労働者のみで再組織をされることになったとし、日本的経営の特徴となる企業別組合
の形成はこの時期にあったとしている。
1946年のボーレー案（9）は1939年の物価水準で日本に対して当時の国家予算にも匹敵す
るような24億円もの賠償を要求していたほどである。ボーレーは残存する生産設備の大部
分を現物賠償として取り立てることを主張し、最終案では、軍需工業、人造ゴム、アルミ
ニウム、マグネシウム工業は全部、発電設備、鉄鋼、工作機械、化学工業、大型電気機械、
火薬、通信施設、鉄道施設と車両、造船所、船舶は相当程度に撤去するものとした。初期
の占領政策はこのように苛酷なものであった。
２．GHQ民政局の台頭と中道内閣の成立
GHQは民政局は、周知のように日本国憲法の成立にも大きくかかわっているが、ここ
では経済政策に限定してみていくことにしよう。
1946年４月、戦後最初の衆議院議員の総選挙がおこなわれた。鳩山一郎が率いる自由党
が過半数におよばないものの140議席を得て、第一党となった。第二党は、幣原喜重郎首
相を推す保守政党の進歩党の94議席である。第三党は、社会党の92議席であった。幣原内
閣総辞職までの一ヵ月間にケーディスを中心とする民政局は、進歩党と社会党との連立を
模索していたようであり、自由党による政権が続けばGHQによる軍政がおこなわれる可
能性すら示唆していた。まだ新憲法が施行される前であったため、幣原喜重郎が天皇に対
して、鳩山を首相に推奏した翌日にGHQは鳩山を公職追放したのである。周知のような
鳩山の悲劇は保守政党を嫌い中道政党に政権を取らせたがった民政局の策略であったとい
えよう。鳩山は、戦前文部大臣として滝川事件にかかわったり、ファシスト的発言がある
ということで外国人記者クラブで糾弾されたりしたが、自由主義者としての評判もあり、
軍に対しても筋を曲げなかった。それに、総選挙前に、日本政府の公職資格審査委員会は
鳩山に対して公職追放に該当しないと判断していた。しかし、ケーディスの民政局は日本
政治の民主化という政治的動機から、鳩山を追放したのである（10）。
民政局は鳩山の追放により中道政権の成立を期待していたが、鳩山は外相吉田茂を後継
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者として政権を託した。吉田は内政にたけていないといったんは辞退したものの説得にあ
い1946年５月に第一次吉田内閣を成立させた。吉田茂は、大戦を最後まで阻止しようとし
戦争末期には和平運動で憲兵に投獄された経験があり親英米派の外交官として知られてお
り、マッカーサーとも関係が深かったため、民政局でも保守的な吉田を追放することは不
可能であった。47年の２・１ゼネストの中止の後、GHQは再び総選挙を行なうことを命じ
た。その直後の選挙で社会党が143議席を得て第一党となった。民政局が望む社会党片山
哲を首班とする社会・民主・国協の３党連立中道政権が樹立した。GHQと日本政府との
関係は、幣原内閣の外務大臣のころから続いていたマッカーサー―吉田茂から、民政局
ケーディス―西尾末広（片山内閣の官房長官）へとかわっていったのである。片山内閣
では戦前、日本官僚機構の雄であった内務省の解体などがGHQの主導でおこなわれた。
この時期に、戦後の改革はほとんどが終了したのである（11）。
片山内閣（12）は、予算委員会で政府補正予算案が否決されると48年２月に総辞職した。
以後、片山内閣の外相であった民主党の芦田均を首班とする同じ連立の枠組みにある芦田
内閣が成立した。社会党の西尾が副総理になるなど片山内閣を引き継ぐ中道的な政権であ
った。しかし、芦田内閣は、昭和電工疑獄事件によって10月に総辞職してしまい短命であ
った。民政局は民主党の造反議員の合流などで第一党になっていた民自党の吉田茂を忌避
するべく介入し山崎猛を首班とする工作をおこない執拗に抵抗したが、マッカーサーの指
示を取り付けることに成功した第二次吉田内閣が成立した（13）。
五百旗頭真氏（14）は、片山、芦田両内閣は民政局ケーディスの意図する中道的な内閣で
あり、民政局はこうした内閣の最強の支持基盤であった。しかし、民政局の強い介入が日
本の中道政党を育てることにならなかったと指摘している。
このように戦後日本の経済改革は、ニューディラーである民政局が主導権を握りおこな
われてきたのである。民政局は、内閣すらコントロールしようとしていたのである。
３．日本国内のケインジアンの活躍
外交官出身の吉田茂は、経済政策は第一次吉田内閣では、『東洋経済新報』の主幹でエ
コノミスト石橋湛山を大蔵大臣に、また、第二次吉田内閣では大蔵省出身の池田勇人を大
蔵大臣にして任せきりであったといわれる。そこで、とくにこの時代の政策に影響を与え
た石橋蔵相の政策（15）についてみていくことにしよう。
石橋湛山は1946年５月発足の第一次吉田内閣で大蔵大臣として入閣した。石橋蔵相の考
え方は、人手も余っている、設備も余っている。そこに大胆に資金を投入すれば、生産活
動も活発化し、経済も復興するというものである。つまり、不完全雇用なのだから、多少
物価が上がっても、大胆に資金を注ぎ込み生産を刺激するべきである。ようするに完全雇
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用になるまでは、真のインフレとはいわないとするケインズの『一般理論』の思想であっ
た。インフレの危険性が危惧されていたが、ケインズの理論をバックボンに持っていた石
原はその信念を曲げなかった。
石原はその考え方に基づいて復興金融金庫をつくった。これは国立銀行であった。重要
な産業に対して資金を供給するのが復興金融金庫の役割りであった。なお、復興金融金庫
の資金は復金債を発行し、これを日本銀行が引き受けて供給するため、当然通貨が膨張し
インフレが加速することになるが、それは経済策として石原蔵相は容認していたのである。
また、吉田内閣はその政策として有沢広巳氏を委員長とする石炭小委員会による傾斜生
産方式が周知されているがこうしたエネルギー重視の政策は、社会党の片山内閣では炭鉱
国家管理法案として受け継がれることになる。この法律は、保守政党の大反対にあいなが
らも成立し、1948年12月に公布された。
石原蔵相によって推し進められたケインズ政策もGHQニューデイラーの政策とは根本
的にはどちらもその起源が世界恐慌への対応策であると同時に古典派経済学への挑戦であ
ったという点で一致しており、政策面においては合い通じるものがあったといえよう。
４．米国の保守派の巻返し
こうした、民政局の対応に対してしだいに批判する勢力があらわれてくる。また、国際
的な環境も冷戦が開始すると日本に対しての制裁は和らぎ、日本の経済復興にアメリカ政
府は関心をよせるまでになった。初期の日本に対する賠償は先に述べたように、ボーレー
案で24億円であったが、1947年、米国の陸軍省のストライク調査団は、16億円に緩和し、
48年の春に２度来日した、陸軍次官のドレーパーは６億円にまで日本への賠償を下げる案
をまとめ、日本の復興のための資金を出すことまで考慮するようになった（16）。翌、49年
５月、ついにアメリカ政府は日本に対する賠償金の取り立てをおこなわないことまで決定
してしまった（17）。このことは、日本に対する政策の転換が完全におこなわれたこととい
えよう。日本は制裁の対象から外され、復興のために援助をおこなうべき国になったので
ある。また、米国内にあった日本に対する復讐心も時間の経過とともに緩和されてきたこ
とも考えられよう。
アメリカ政府は日本の経済復興には感知しないとする態度をとってきたが、「冷戦の激
化」によりアメリカの戦略がしだいに変化していった。
最終的には、朝鮮戦争をまたなければならないが、アメリカ国防省政策企画室の本部長
であったジョージ・ケナン（18）は、ワシントンでアジア情勢を分析し、極東でも米ソの対
立は激しいし、中国は国共の内戦下にあるので、アメリカは日本を復興させて利用するほ
うが得であると主張するにいたっている。
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また、アメリカの財界人達はほとんどが共和党を支持し、民主党のニューディル政策に
は反対していた。政府の介入政策に対して強い反感を持っていたのである。1947年、アメ
リカの企業の依頼を受けて提携先の日本における資産の状況調査をおこなった弁護士のカ
ウマン（19）は「日本ではアメリカでは考えられないような社会主義的な政策がおこなわれ
ている」と報告した。アメリカの共和党支持者や保守派はGHQ民政局による強い経済へ
の介入を批判的に捉えていた（20）。
また、米国では民主党のトルーマン政権が続いていたものの46年の中間選挙以来、議会
では共和党が多数を占めるようになっており、共和党の力を無視することができなくなっ
ていた。こうした、共和党支持者達は、ニューディラーとは反対に消極的な財政政策を支
持するものが多い。
日本に対する食料援助などは、占領地救済資金（GARIOA）によってなされていたが、
アメリカの納税者の負担で旧敵国であった日本を援助するのは浪費であるという主張もあ
り、日本の民主化よりも日本経済の復興が先決であるという意見が強まっていた（21）。
また、GHQ内部でも民政局に批判的なウィロビーを部長とする参謀第二部（情報担当）
が存在した。吉田茂は腹心の白洲次郎を通じて参謀第二部との関係を深めており、ケーデ
ィス次長の民政局に対抗していた。つまり、保守派であるウィロビーは民政局を快く思わ
ず、政敵とみなしていた。吉田らは参謀二部の力を借りて民政局の介入を阻止しようとし
た。
日本国内におけるGHQ民政局の行き過ぎに対する批判は米国政府にも知られるように
なった。冷戦の激化や東アジアの政治状況の変化、それに伴い親中国派の後退と親日派の
復活、議会内での保守派の活躍などにより対日政策は、大きく転換が求められたのである。
５．ジョセフ・ドッジの登場
同時代にGHQ経済科学局の経済顧問（労働課長より1947年に転勤）であり、為替レー
ト決定評議会議長であったセオドア・コーエン（22）はジョセフ・ドッジを「ラッキー、ジ
ョーン」と呼んでおり、信じられないほど運のいい人物とみなしている。確かに知日家で
あるコーエンからみれば、ドッジ・ラインと呼ばれるドッジの政策はアメリカ本国から現
状も知らずにやってきた保守派の横暴であるが、幸運なことに成功した政策であったと考
えていたようである。
民政局が支持した中道的な芦田内閣が崩壊すると再び保守的な第二次吉田内閣が成立す
る。吉田内閣は比較的高い支持率（11月の読売新聞社調査で支持47％、不支持20％）があ
り解散すれば選挙に勝てると思われていたが、今日では認めれている憲法７条による解散
がGHQにより拒否され、12月末の内閣不信任案可決まで解散することができなかった。
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吉田はここでGHQ民政局の最後の抵抗を受けたのである（23）。しかし、結局、翌49年1月
におこなわれた総選挙で与党民自党は、264議席を獲得し戦後初めて一党による単独過半
数を得、安定的な政権が成立したのである。また、大蔵大臣泉山三六のスキャンダルによ
る失脚の後、大蔵省出身の池田勇人が大蔵大臣に就任していた。
国内では与党が選挙に大勝し安定的な政権を運営できるようになっていた時に、1948年
3月に来日したケナンとドレーパーが日本の状況とマッカーサーの意向を確かめたうえで、
ワシントンへ政策の転換を策案した。10月17日国家安全保障会議は、大統領の承認を得て、
マッカーサーへの勧告として（NSC 13/2）を発した。その直後にドレーパーがまとめた
「経済安定９原則」を実施するためにドレーパーに推薦され大統領の特使として米政府か
らの公使の資格でジョセフ・ドッジが来日することになった（24）。
デトロイト銀行の頭取であり、全米銀行協会の会長であったドッジは、有能な財界人で
あり、共和党の支持者であった、トルーマン政権の次の共和党のアイゼンハワー政権で経
済顧問になり活躍した人物でもある。
同時代にGHQで活躍していたコーエン（25）は、ドッジは経済安定９原則の８つまで無視
し財政の均衡のみをおこなったと評価している。中村隆英氏は、経済安定９原則を検討さ
れ、相容れない２つの経済方針が書かれていると指摘している。つまり、GHQニューデ
ィラー達の経済統制を厳しくして、政策の舵を上手に取れば成功するという、統制主義的
な思想と、反対に経済統制をやめてしまって自由経済原則にもとづいて企業や個人の責任
で合理化をはかることが第一主義だという、自由主義経済の考え方が混じりあっている文
書であり、中村氏は不思議な文書であると言っている（26）。
経済安定９原則（27）を以下に記してみると
①　真に総予算の均衡をはかること。
②　徴税計画の促進強化。
③　信用の拡張の厳重な制限。
④　賃金の安定計画の立案。
⑤　物価統制の強化。
⑥　貿易と為替統制の強化。
⑦　輸出向け資材配給制度の効率化。
⑧　国産原料・製品の増産。
⑨　食料集荷の効率化。
中村氏（28）によると①～③までは、財政の均衡と信用の制限が中心であり、自由経済の
原則を貫こうとする政策である。
しかし、④～⑨までは、経済統制を強めていこうとする自由経済とは反対の政策となっ
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ている。
きわめて、自由経済の立場にたつ保守的なドッジは④～⑨までの政策は無視して政策を
すすめた。ドッジは総司令部からも日本政府からも資料だけは集めるが自分が連れてきた
スッタフのみと相談し外部とは接触せずに政策を決定していった。ドッジにしてみれば、
ニューディラーやケインズ主義者であるGHQ民政局の経済官僚や日本の官僚と議論する
必要すらなかったのである。彼は、日本でおこなわれていた行き過ぎた政策の是正にあら
われたのであった。
著名なドッジの竹馬発言は、調査の後の記者会見でおこなわれた。「日本経済は二本の
竹馬の足の上に乗っており、一本は政府からの補助金であり、一本はアメリカからの経済
援助である。それらが高くなりすぎて転んで首の骨を折る前に竹馬から降ろさなければな
らない」との発言である。
ドッジは日本政府に対して三つの項目からなる厳しい提案（29）をおこなったのである。
第一は、総予算の真の均衡である。財政には、一般会計と、特別会計とがあるが、ドッ
ジは特別会計も含めて予算を均衡させようという厳しい提案をしたのである。貿易、鉄道
という特別会計での赤字も認めないことで抜け道をすべて塞ごうとした厳しい措置であっ
た。
第二は、あらゆる補助金の削減である。石炭に対する価格差補助金や貿易管理特別会計
での貿易関係者に対する補助金なども、予算に計上させしだいに削っていき、統制を撤廃
させ自由経済に戻そうとするものであった。
第三は、復興金融金庫の復金債の新規の発効の禁止をおこなったことである。
ドッジは強引に日本政府に対して超均衡的な1949年度予算案を認めさせたのである。
これらは従来の経済政策を180度転換させた政策であった。ドッジは経済安定９原則のう
ち不必要と思えるところは無視して政策を転換したのである。米政府より強力な支持を受
けていたためGHQすらドッジの提案に抵抗することができなかった。これらは、日本で
のインフレーションを止めるというよりは、GHQニューディラーに対する共和党保守派
の挑戦であったとみなすこともできよう。
物価（30）についてもドッジの手元にある資料は、タイム・ラグをともなっており、実際
の物価水準はしだいに下がる傾向にあったことをコーエンは指摘している（31）ように、よ
うやく日本経済は、1948年の豊作、工業指数も戦前の60％まで回復したため相対的に品不
足が解消してきた。また、物価を上げる主原因となる闇価格が公定価格との差が縮まった
ことなどもあげられている。GHQニューディラーと日本政府の経済安定本部の統制的な
経済政策が成功してきておりインフレも収束へと向かっていった。しかし、まだ戦前の水
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準にもどっておらず、財政を縮小してインフレを押さえることは乱暴な政策であったとい
える。ここからもドッジは、民政局と日本政府が推し進めていた経済政策を全く無視して
政策を実行したといえる。ようするに、ドッジ・ラインは経済政策の対立から生じたので
ある。古典的な自由主義経済政策と日本政府のケィンズ主義者、GHQ民政局のニューデ
ィラーとの間でおきた経済政策上の対立の中で理解すべきである。つまり、ニューディラ
ーに対する古典的な自由主義経済政策の巻返しが占領下の日本国内で行なわれたのであ
る。
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